建 築 総 務 課

· 総務・人事グループ　 
· 企画グループ　 
· 予算グループ　 
事　務　執　行　概　要

総務・人事グループ

部内・課内業務を円滑に推進するため、各課・各グループとの連絡調整を行うとともに、部の組織、定数及び部内職員の人事、服務、研修に関する事務などのほか、建設関係功労者の栄典、表彰に関する事務等の処理の適切な執行に務めた。

（1） 部内各室課との連絡調整

　　　部の主管課として、部内各室課に対し、総務事務、府議会、幹部会議等における連絡調整業務を適切に行うとともに、部中他課の所管に属さない事項等についても相互間の連絡を図り、建築行政の円滑な運営に努めた。

（２）人事管理

　　部の組織・定数等人事管理の適正を期するため、常に関係当局と緊密な連携を図り、部内各室課との連絡調整に努めた。

（３）職員の衛生管理状況

①疾病等による長期休業者（休職発令者）の状況

　

	
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	建築総務課
	
	
	

	都市居住課
	
	
	

	建築防災課
	
	
	

	建築指導室
	
	
	

	建築振興課
	
	
	

	住宅経営室
	
	
	

	公共建築室
	
	
	

	合　　　計
	
	
	


②公務災害の状況

　　　　　　　　

	
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	常勤職員
	
	
	

	非常勤職員
	
	
	

	合　　計
	
	
	


　　

（４）出資法人の指導

　　　部所管の出資法人に係る人事、給与に関する事務の指導等を行った。

　　　　　　大阪府住宅供給公社

　　　　　　　　　　　　【根拠法令：大阪府指定出資法人の報酬、給与等に関する取扱要領】

（５）栄典・表彰

　　　永年国家に勲功のあった者、公共福祉の向上に顕著な功績のあった者に対して、位階令、褒章条例の定めるところにより、叙位叙勲褒章の受章について国土交通大臣に上申した。

　　　また、建設業界の発展に寄与した功績者の表彰における候補者を国土交通大臣に、憲法施行記念知事表彰における候補者を知事へそれぞれに内申した。

　　　その受章状況は次のとおりである。
	
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度
	備　考

	叙

位

・

叙

勲
	春の叙勲
	　1名
	1名
	0名
	

	
	秋の叙勲
	　0名
	1名
	1名
	

	
	死亡叙勲
	　0名
	0名
	0名
	

	
	死亡叙位
	　0名
	0名
	0名
	

	
	高齢者叙勲
	　0名
	0名
	0名
	

	褒章
	黄綬褒章
	　3名
	1名
	4名
	

	国土交通大臣表彰
	個人
	　6名
	5名
	5名
	

	
	団体
	　  0団体
	  0団体
	  0団体
	

	知事表彰
	個人
	 13名
	8名
	7名
	憲法施行記念の表彰

	
	団体
	    0団体
	  0団体
	  0団体
	

	合　　　　　計
	 23名
	 16名
	17名
	


企画グループ

部の総合企画調整や住宅まちづくり審議会に関する事務等、所管事務の適正な執行に努めた。

（１）総合企画調整

建築行政の総合的かつ計画的な推進を図るため、関係部局及び部内各局室課との連絡調整や条例改正等例規整備に努めた。

（２）広報・広聴

　　　建築行政のＰＲと円滑な執行を図るため、部の広報・広聴について、関係部局及び部内各局室課との連絡調整に努めた。

予算グループ

部の歳入歳出予算の編成、歳出予算の執行、各種の財務に関する調査並びに決算に関する事務を行った。

　　なお、歳入歳出予算の概要は、次のとおりである。
【一　般　会　計】

（1） 当初予算

1 歳入      4,824,448千円

2 歳出　　  9,014,560千円

住宅・建築物に関する住宅行政、建築行政及び営繕行政の施策の推進に要した経費

（2） 10号補正（２月）

1 歳入        161,424千円

2 歳出        193,962千円

国の補正予算に伴う増額

（3） 11号補正（２月）

1 歳入　　▲1,386,168千円

2 歳出    ▲2,306,988千円

密集住宅市街地整備促進事業費及び建築物震災対策推進事業費の減額等

（4） 最終予算
1 歳入      3,599,704千円

2 歳出　　　6,901,534千円

【大阪府営住宅事業特別会計】

（１）当初予算

1 歳入    120,967,519千円

2 歳出　　120,967,519千円

府営住宅の建設・改善・管理及び営繕事業の推進等に要した経費

（２）１号補正（２月）
1 歳入　 ▲15,752,628千円
2 歳出　 ▲15,752,628千円
国庫補助事業費の確定等による事業費の減額
（３）最終予算

1 歳入    105,214,891千円
2 歳出　　105,214,891千円
２．国庫補助金に関する支出負担行為担当官としての事務を処理するとともに、会計検査院による会計実地検査について、関係部局及び部内各局室課の連絡調整に努めた。

